
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、
　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の
　　俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

 (4) 給与の総合的見直しの実施状況について

　　　　①給料表の見直し

　　　　

　　

　　　　②地域手当の見直し

　　　　③その他の支給の見直し

（支給割合）
　国基準１６％にあわせて、本市も１６％に改定しています。
（実施時期）
　平成２７年４月１日より実施。
　平成２７年４月１日時点　…　１０％（給与改定後は平成２７年４月に遡及し１０．８％を支給）
　平成２８年４月１日時点　…　１４％
　平成２９年４月１日時点　…　１４．７％（給与改定後は平成２９年４月に遡及し１４．９％を支給）
　平成３０年４月１日時点　…　１１・９％

袖ケ浦市の給与・定員管理等について

区　分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　（平成３０年１月１日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 28年度の人件費率

２９年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

　　計　　Ｂ

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

62,197 24,280,774 794,260 5,554,881 22.9 23.9

千円

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

6,369

給与費 B/A 一人当たり給与費

２９年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

5,887

　
　本市では、職員の学歴により処遇に差を設けていないことや職員の年齢構成が偏っていることなどから、ラスパイレス
指数が100を上回っているものと分析しています。現在、職制の見直し、上位職への昇格抑制も実施していることから、
今後ラスパイレス指数は改善していくものと分析します。

平成２７年４月１日　給料表の改定実施

　本市では、給料表を国の見直し内容を踏まえ、平均約２％の引き下げを実施しました。５５歳以上の高年齢
層は、昇給を１号給に抑制するとともに、管理職は１．５％の減額措置も平成３０年３月３１日まで実施して
いました。

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しました。（平成２７年４月１日実施）

560 2,001,687 690,338 874,909 3,566,934
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②教育職（幼稚園）

歳 円 円

歳 円 円

　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

円410,940

369,532

千葉県 41.3 312,096 405,061 369,953

329,845 円

袖ケ浦市 39.2 307,390 398,090

410,940 円

類似団体 41.8 314,538 384,959 350,701

国 43.5 歳

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

袖ケ浦市 35.9 264,500 322,334

類似団体 38.1 283,668 319,732

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

袖ケ浦市 38.9 301,600 395,331 365,094

類似団体 38.0 295,308 367,710 331,690

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

袖ケ浦市 33.7 263,800 365,149 310,447

国 43.0 360,745 437,777 437,777

類似団体 36.8 279,702 362,695 305,766
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　　　　⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平
　　　　均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円

円 円

円 円

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

袖ケ浦市 33.9 255,900 310,630 296,613

国 42.7 330,251 382,816 382,816

類似団体 37.0 269,801 307,677 288,357

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

袖ケ浦市 37.7 283,900 353,510 321,418

国 47.2 315,014 350,632 350,632

類似団体 40.3 298,150 360,952 316,946

区　　　　　分 袖　ケ　浦　市 千　葉　県 国

一般行政職 大　学　卒 185,800 185,800 179,200

高　校　卒 151,500 151,500 147,100

消　防　職 大　学　卒 192,700 ―  ―  

高　校　卒 162,700 ―  ―  

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職 大　学　卒 249,700 304,700 359,700

高　校　卒 214,500 259,700 ―

消　防　職 大　学　卒 258,900 317,600 ―

高　校　卒 244,000 270,600 ―
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成３０年４月１日現在）

（注）１　袖ケ浦市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

８　　級 部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

407,700 円 476,300 円
8 2.4

７　　級 次長、参事、課長、副参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

362,300 円 447,100 円
55 16.2

６　　級 副課長、主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

318,500 円 414,200 円
31 9.1

５　　級 班長、副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

288,000 円 399,200 円
36 10.6

４　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

262,000 円 382,200 円
60 17.6

３　　級 副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

228,900 円 350,800 円
70 20.6

２　　級 主任主事、主任技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

192,700 円 291,700 円
50 14.7

１　　級 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

142,600 円 247,100 円
30 8.8
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（2) 昇給への人事評価の活用状況（袖ケ浦市）
　

ロ．　人事評価を活用していない

　　　　活用予定時期

〇 〇

平成32年度以降 平成32年度以降

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

管理職員 一般職員

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

平成30年度4月2日から平成31年4月1日
までにおける運用

イ．　人事評価を活用している

　　　　活用している昇給区分
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２９年度支給割合） （２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 　５～１０％ 　・役職加算 　５～２０％ 　・役職加算 　５～２０％

　・管理職加算 なし 　・管理職加算 １５・２５％ 　・管理職加算 １０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

〇勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（袖ケ浦市）

（2) 退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（２％～２０％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　　活用予定時期 平成31年度以降 平成31年度以降

標準、下位の成績率

ロ．　人事評価を活用していない 〇 〇

標準の成績率のみ（一律）

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

イ．　人事評価を活用している

　　　　活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員

１人当たり平均支給額（２９年度） １人当たり平均支給額（２９年度）
―

1,533 1,755

2.60 1.80

袖　ケ　浦　市 千　葉　県 国

2.60 1.80 2.60 1.80

1.45 0.85 1.45 0.85 1.45 0.85

袖　ケ　浦　市 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

479 22,762

6



 (3) 地域手当

（平成３０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給実績（２９年度決算） 343,983

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 526,773

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

袖ケ浦市 11.9 629 16

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

98.3

（99.4）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を
比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）によ
り算出。）

支給実績（２９年度決算） 3,830

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 24,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度） 17.5

手当の種類（手当数） 26

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

滞納差押手当 滞納差押事務に従事する職員
市税等の差押のため、滞
納者の財産の差押を行っ
たとき

日額　　５００　円

市税等徴収事務手当 市税等の徴収に従事する職員
直接納税義務者を訪問し
て徴収事務に従事したとき

日額　　２００　円

保険料徴収事務手当 保険料の徴収事務に従事した職員
直接被保険者を訪問して
介護保険の保険料の徴収
事務に従事したとき

日額　　２００　円

使用料等徴収事務手当
使用料等の徴収事務に従事した
職員

直接納入義務者を訪問し
て使用料等の滞納にかか
る徴収事務に従事したとき

日額　　２００　円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

感染症作業手当
使用料等の徴収事務に従事した
職員

感染症の補助等あるいは
家畜伝染病に汚染した疑
いのある物件、場所等の消
毒その他の処理作業に従
事したとき

日額　　５００　円

結核作業手当
結核に感染する事務に従事した
職員

結核の検診、結核に汚染し
たものや結核患者に直接
する事務に従事したとき

日額　　４００　円

精神障害者作業手当
精神障害者に関する事務に従事
した職員

精神障害者の鑑定・立会
又は護送に従事したとき

日額　　４００　円

犬取扱作業手当 犬を取扱う作業に従事した職員
狂犬病の予防注射・犬の
捕獲などの作業に従事した
とき

日額　　４００　円

下水道処理等作業手当 下水道処理等に従事した職員
下水の清掃又は汚水漏れ
処理等不快な作業に従事
したとき

日額　　４００　円

清掃作業手当 清掃作業に従事した職員
汚物の収集及び運搬、道
路等に放置された動物の
死骸の処理に従事したとき

日額　　５００　円

毒物取扱手当
毒物・劇物を使用し事務に従事
したとき

毒物及び劇物取締法に規
定するものを使用して検
査・化学分析・試験・加工・
病虫害防除等の作業に従
事したとき

日額　　５００　円

劇物取扱手当

災害応急作業手当
災害時の応急作業に従事した職
員

災害時の応急処置作業及
び救出作業に従事したとき

日額　　５００　円

高所深所検査・調査手当 高所深所で従事した職員
地上１０メートル以上又は
地下５メートル以上などで
作業に従事したとき

日額　　２００　円

消火及び救助活動手当
消火又は救助活動に従事した職
員

火災又は救助活動のため
に出勤し、消火又は救助
活動に従事したとき

１回　　３００　円

救急出
勤手当

救急救命士
消防職員

救急業務のために出勤し、
傷病者の搬送に従事したと
き

１回　　５１０　円

上記以外のもの １回　　２００　円

高所作業手当 消防職員

梯子付消防ポンプ自動車
等により１０メートル以上の
高所で救急活動等に従事
したとき

日額　　２００　円

大型機関勤務手当 消防職員
大型の運転免許を必要と
する消防自動車等の運転
などに従事したとき

日額　　２００　円

普通機関勤務手当 消防職員
大型の運転免許を必要とし
ない消防自動車等の運転
などに従事したとき

日額　　１５０　円

潜水作業手当 消防職員
潜水器具を着用して潜水
作業又は潜水訓練に従事
したとき

１時間　２５０　円

社会福祉業務手当 社会福祉業務に従事する職員
生活保護世帯の調査、指
導又は相談、身体・知的障
害者の指導に従事したとき

日額　　２００　円

行旅病人取扱手当 行旅病人及び行旅死亡人の取扱
業務に従事する職員

行旅病人及び行旅死亡人
の救護又は取扱業務に従
事したとき

１件　１，０００　円

行旅死亡人取扱手当 １件　５，０００　円

心身障害者（児）取扱
業務手当

現業を行う職員以外
身体障害者福祉施設の入
所等の措置業務に従事し
たとき

１件　　２００　円

老人保護取扱業務手当 現業を行う職員以外
養護老人ホーム又は特別
養護老人ホームの入所等
の措置業務に従事したとき

１件　　２００　円

支給実績（２９年度決算） 114,894

職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 219

支給実績（２８年度決算） 132,836

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） 262

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
間勤務職員を含む。
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（6) その他の手当（平成３０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 ＊１０％の役職加算有（20％から10％の減額措置有）

月分 ＊１０％の役職加算有

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職１月当たり、給料月額の100分の35 千円 任期満了時

在職１月当たり、給料月額の100分の25 千円 任期満了時

　　 （算定方式）

給料月額の１００分の７

給料月額の１００分の７

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
間勤務職員を含む。

国の制度 支給実績 支給職員１人当たり

（２９年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 国の制度 （２９年度決算） 平均支給年額

同じ 61,112 千円 221,420

住居手当

○借家（家賃12,000円を
　超える場合に限る。）
 家賃の額に応じて27,000
 円を限度に支給

同じ 33,059 千円 260,307

扶養手当

○子　 　10,000円
○子以外の扶養親族
　　　　　6,500円
　16歳から22歳までの子
　　　 1人5,000円加算

千円 547,231

通勤手当

○電車・バスを利用する
　場合　　　全額支給
○乗用車などを使用する
　場合
　使用距離に応じて2,000
　円～25,710円を支給

異なる

○電車・バ
スを利用す
る場合
 55,000円ま
 では全額支
 給
○乗用車な
どを使用す
る場合
 使用距離に
 応じて
 2,000円～
 31,600円
 を支給

50,441 千円

同じ 34,719 千円

86,668

管理職手当

部長級　71,000円
次長級　57,000円
課長級　49,000円
副参事　34,200円

異なる
139,300円～
　46,300円

56,912

381,527

夜間勤務手当 同じ 9,478 千円 104,154

休日勤務手当

宿日直手当 勤務１回につき、4,400円 異なる 4,200円／回 2,077 千円 8,443

区 分 給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 850,000 1,053,000 649,800

副 市 長 740,000 870,000 578,000

報

酬

議 長 460,000 629,000 350,000

副 議 長 420,000 575,000 300,000

議 員 400,000 530,000 280,000

議 長 　　（２９年度支給割合）

副 議 長 4.40

議 員

退
職
手
当

市 長

期
末
手
当

市 長 　　（２９年度支給割合）

副 市 長 4.30

14,280

副 市 長 8,880

地
域
手
当

市 長

副 市 長
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在　　単位：人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成２９年 平成３０年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 6 6 0

税 務 32 31 △ 1
総 務 94 95 1 庁舎整備業務対応による増

事務分担の見直しによる減

民 生 107 110 3 食品アレルギー、児童虐待等による増

衛 生 35 35 0
農 林 水 産 16 16 0

商 工 8 8 0
土 木 50 48 △ 2 事務分担の見直しによる減

計 348 349 1
＜参考＞

56.1

56.1
教育部門 90 89 △ 1
消防部門 122 124 2 再任用職員の活用による減

小　計 560 562 2
＜参考＞

90.4

73.69

　公会
　営計
　企部
　業門
　等

水道 18 20 2 欠員補充・広域水道企業団派遣による増

下水道 14 13 △ 1 業務量減による減

その他 37 37 0

小　計 69 70 1

合　　計 629 632 3
＜参考＞

[728］ [728］ [０］ 101.6
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（2)年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

16 43 69 102 75 62 52 65 53 37 55 3 632

（単位：人・％）

　　　　　　　　　　区　　分
  部　門

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年
過去５年間

の増減数（率）

一般行政 335 339 341 346 348 349 14 (   4.9%)

教　育 92 90 89 90 90

消　防 121 123 121 123 122

560 562 14

89 △ 3 (△3.3%)

124

70 2 △ 2.9%)

3 (△5.7%)

普通会計計 548 552 551 559

621 627 629

(   1.3%)

公営企業等会計計 68 67 70 68 69

632 16 (   1.7%)総合計 616 619
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道局

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２８年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項 なし

給与の抑制措置

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 　５～１０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 28年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

２９年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,888,639 96,794 114,538 6.1 6.1

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

２９年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

18 65,411 19,571 29,556 114,538 6,363 6,148

区　分 抑制措置 実施期間 内　　　　　　容

一般職

高齢層職員の給与
抑制措置

平成２３年４月１日～
　平成３０年３月３１日

５５歳を超え、かつ、７級（課長相当職）以上の職員
　… 給料月額、地域手当、管理職手当、期末手当、
　　勤勉手当について、それぞれ1.5％を減額する

地域手当の減額

平成２９年４月１日～
　　平成３０年３月３１日

全職員
　… 地域手当支給率の引き下げ　１６％ → １４。９％

平成３０年４月１日～
　　平成３１年３月３１日

全職員
　… 地域手当支給率の引き下げ　１６％ → １１．９％

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

袖 ケ 浦 市 41.2 357,028 530,272

団 体 平 均 44.2 341,066 511,425

袖　ケ　浦　市 市町村　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（２９年度） １人当たり平均支給額（２９年度）

1,641 1,505

2.60 1.80

1.45 0.85

平成２９年４月１日～
　　平成３０年３月３１日

給与の減額措置
全職員
　… 給料月額の3.4％を減額する
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イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成３０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成３０年４月１日現在）  

円

円

円

円

袖　ケ　浦　市 市町村　（一般行政職・団体平均等）

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

定年前早期退職特例措置

― ― 9,878

支給実績（２９年度決算） 10,303

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 572,389

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

袖ケ浦市 11.9 20 11.9

支給実績（２９年度決算） 11

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 5,500

職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度） 11.1

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

企業職特殊手当 給水停止業務に従事した職員 給水停止業務 日額５００円

支給実績（２９年度決算） 3,610

職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 301

支給実績（２８年度決算） 1,709

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） 107

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２９年度決算）」と同じ年度の４月１日
現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短
時間勤務職員を含む。

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （２９年度決算） 平均支給年額

（２９年度決算）

扶養手当

○子　 　10,000円
○子以外の扶養親族
　　　　　6,500円
　16歳から22歳までの子
　　　 1人5,000円加算

同じ 1,404 千円 280,800

306,000

81,134

住居手当

○借家（家賃12,000円を
　超える場合に限る。）
 家賃の額に応じて27,000
 円を限度に支給

同じ 612 千円

2,334 千円

同じ 1,299 千円

583,440

通勤手当

○電車・バスを利用する
　場合　　　全額支給
○乗用車などを使用する
　場合
　使用距離に応じて2,000
　円～25,710円を支給

管理職手当

部長級　71,000円
次長級　57,000円
課長級　49,000円
副参事　34,200円

同じ
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